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1.  21年10月期の業績（平成20年11月1日～平成21年10月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年10月期 12,159 0.6 558 △9.2 557 △8.6 305 △10.5
20年10月期 12,090 6.2 615 11.1 609 10.7 341 99.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年10月期 64.91 ― 9.7 8.3 4.6
20年10月期 72.53 ― 11.8 9.6 5.1
（参考） 持分法投資損益 21年10月期  ―百万円 20年10月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年10月期 6,941 3,269 47.1 695.33
20年10月期 6,532 3,019 46.2 642.09
（参考） 自己資本   21年10月期  3,269百万円 20年10月期  3,019百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年10月期 553 △166 △244 411
20年10月期 367 △204 △300 269

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年10月期 ― ― ― 12.00 12.00 56 16.5 2.0
21年10月期 ― ― ― 12.00 12.00 56 18.5 1.7
22年10月期 

（予想） ― 0.00 ― 12.00 12.00 18.1

3.  22年10月期の業績予想（平成21年11月1日～平成22年10月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

7,513 4.2 571 △4.8 583 △2.5 309 △7.6 65.87

通期 12,600 3.6 570 2.1 573 2.8 312 2.2 66.36
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(注) 詳細は、19ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、27ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年10月期 4,840,000株 20年10月期 4,840,000株
② 期末自己株式数 21年10月期  137,917株 20年10月期  137,917株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
(将来に関する記述等についてのご注意) 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、３ページ「１．経営成績（１）経営成績の分析」をご覧ください。 
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当事業年度におけるわが国の経済は、米国リーマン・ショックからの世界同時不況の影響を受け、依

然として先行きは不透明であり、厳しい状況下に置かれております。 

このような状況のもと当社におきましても、雇用情勢悪化による消費活動低迷の影響を受け、低価格

商品への需要が高まり、顧客単価が下がり、店舗売上高は減少しましたが、業者販売及び通信販売が好

調に推移しました。 

この結果、当事業年度の売上高は12,159百万円(前事業年度比69百万円、0.6％増)となりました。売

上高を商品別に見ますと、タイヤは売上金額6,091百万円(前事業年度比269百万円、4.6％増)、売上本

数453千本(前事業年度比７千本、1.7％増)となりました。ホイールは売上金額4,678百万円(前事業年度

比358百万円、7.1％減)、売上本数344千本(前事業年度比42千本、14.2％増)となりました。その他売上

金額は1,390百万円(前事業年度比158百万円、30.9％増)となっております。また売上構成比は、タイヤ

50.1％(前事業年度48.1％)、ホイール38.5％(前事業年度41.7％)、その他11.4％(前事業年度10.2％)で

あります。 

当事業年度の経営成績を総括いたしますと、営業利益558百万円(前事業年度比56百万円、9.2％減)、

経常利益557百万円(前事業年度比52百万円、8.6％減)、当期純利益は305百万円(前事業年度比35百万

円、10.5％減)と増収減益となりました。 

(次期の見通し) 

今後の見通しといたしましては、依然景気回復感が見られぬものの、当事業年度にオープンした３店

舗並びに翌事業年度に新しくオープン予定の２店舗、移転新装オープンの１店舗で店舗売上の増強を図

り、また、店舗固定費の見直しを行い、この不況下を乗り切る所存であります。 

 次期(平成22年10月期)の業績見通しにつきましては、売上高12,600百万円、営業利益570百万円、経

常利益573百万円、当期純利益312百万円を見込んでおります。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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(資産、負債及び純資産の状況) 

①資産 

流動資産は3,476百万円(前事業年度末比277百万円、8.9％増)となりました。主な要因は、現金及

び預金142百万円の増加、売掛金210百万円の増加、商品135百万円の減少などによるものでありま

す。(なお、現金及び預金の詳しい内容につきましては、14ページのキャッシュ・フロー計算書をご

参照ください。) 

固定資産は3,464百万円(前事業年度末比131百万円、3.9％増)となりました。主な要因は、有形固

定資産95百万円の増加、無形固定資産20百万円の増加などによるものであります。 

この結果、資産合計は6,941百万円(前事業年度末比408百万円、6.3％増)となりました。 

②負債 

流動負債は2,241百万円(前事業年度末比560百万円、33.3％増)となりました。主な要因は、１年以

内返済予定の長期借入金300百万円の増加、買掛金288百万円の増加、未払法人税等74百万円の減少な

どによるものであります。 

固定負債は、1,430百万円(前事業年度末比401百万円21.9％減)となりました。主な要因は、長期借

入金485百万円の減少、リース債務62百万円の増加などによるものであります。 

この結果、負債合計は3,671百万円(前事業年度末比158百万円、4.5％増)となりました。 

③純資産 

純資産合計は3,269百万円(前事業年度末比250百万円、8.3％増)となりました。主な要因は、繰越

利益剰余金249百万円の増加などによるものであります。 

また、１株当たり純資産は695円33銭、自己資本比率は47.1％となりました。 

  

(2) 財政状態に関する分析
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(キャッシュ・フローの状況) 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末比142百万円増加

の411百万円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果獲得した資金は553百万円となりました。(前事業年度は367百万円の獲得) 

主な内訳は、税引前当期純利益545百万円、法人税等の支払額333百万円、仕入債務の増加額230百

万円、売上債権の増加額226百万円などによるものであります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は166百万円となりました。(前事業年度は204百万円の使用) 

主な内訳は、新規出店に係る有形固定資産の取得による支出150百万円、建設協力金の支払額45百

万円、敷金の支払額21百万円などによるものであります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は244百万円となりました。(前事業年度は300百万円の使用) 

主な内訳は、長期借入による収入額200百万円、長期借入金の返済による支出額385百万円、配当金

の支払額55百万円によるものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

(注) 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。 

  

当社は、株主の皆様に対する長期的利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。中長

期視点から経営基盤の確立と自己資本利益率の向上に努め、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本

方針としております。 

当期の剰余金の配当につきましては、基本方針のもと配当性向及び当社を取り巻く経済環境を総合的

に勘案し、１株当たり12円とさせていただきます。なお、内部留保金につきましては、企業価値向上の

ための投資等に活用し、将来の事業展開を通じて還元させていただく所存です。 

  

平成17年10月期 平成18年10月期 平成19年20月期 平成20年10月期 平成21年10月期

自己資本比率 42.9 41.5 44.0 46.2 47.1

時価ベースの自己資本比率 32.8 29.5 33.8 17.0 19.4

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

4.4 26.5 4.0 5.7 3.5

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

16.1 2.7 12.5 6.9 11.2

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社には、企業集団を構成する関係会社はありません。また、当社との間に継続的で緊密な事業上の

関係がある関連当事者もいないため、該当事項はありません。 

  

2. 企業集団の状況
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平成20年10月期中間決算短信(平成20年６月13日開示)により開示を行った内容から重要な変更がない

ため開示を省略いたします。 

当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

(当社ホームページ) 

http://www.fujicorporation.com/bs/ 

(ジャスダック証券取引所ホームページ(「ＪＤＳ」検索ページ)) 

http://jds.jasdaq.co.jp/tekiji/ 

  

利益配分の基本方針に従って、長期的に安定した配当を継続するとともに、企業価値の増大による利

益還元を行うための経営指標として、ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）10％を翌事業年度以降３期間の

中期目標としております。 

ＲＯＥ推移：平成21年10月期 9.7％  平成20年10月期 11.8％  平成19年10月期 6.4％ 

  

国政の不安定や長引く円高と、自動車用品業界を取り巻く経済環境も依然として厳しいものとなって

おります。このような状況のなか、新規出店においては、現状の景気動向にも留意し、出店コストが抑

えられる居抜店舗型の出店も積極的に取り入れてまいります。 

通信販売においては、ホームページや出店しているショッピングサイトの随時更新、リニューアル、

コンテンツの増強を積極的に行い、パソコンを利用しない若者に対しても、携帯サイトの充実を図るな

ど、どのようなお客様にも楽しんでお買い物ができることはもちろん、利便性の向上も同時に行ってま

いります。同時にホームページにおいても「プレミアムコンテンツ」を製作し、高級車のオーナーにも

楽しんでいただけるサイトを目指してまいります。当然そこには、個人情報保護の観点からも常に最新

のセキュリティープログラムを採用して万全の体制を構築してまいります。 

  

当社では、店舗を数ヶ所毎にブロック化するとともにブロック長を選任し、店舗の運営、管理指導を

行っておりますが、今後の更なる多店舗化を進めるにあたり、ブロック長間の連絡を密に行い、迅速・

的確かつコンプライアンスを重視した店舗運営を行っていくことが必要であると認識しております。 

通信販売においては、年々増加しているｗｅｂ経由の注文を維持するため、サーバーの増設、データ

ベース、プログラム及びセキュリティーの見直しや再構築等により、お客様が快適、簡単かつ安全にｗ

ｅｂショッピングができるよう、日々進化する最新のＩＴ技術を導入してまいります。 

また、当社は「チームマイナス６％」に加入し、店舗備品のリサイクル、リユースを社員全体で実行

し、更に、通信販売でお買上いただいたお客様へ商品を発送する際の梱包には、リサイクル品であるダ

ンボール、エアークッションシート及びＰＰバンドを必要最小限に使用するなど、今後も地球環境問題

に取り組んでまいります。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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4.【財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年10月31日) 

当事業年度 
(平成21年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 273,758 416,572

売掛金 334,997 545,741

商品 2,107,806 2,051,109

未着商品 78,642 －

前払費用 41,324 40,903

未収入金 265,113 323,465

繰延税金資産 31,477 29,104

1年以内に回収予定の建設協力金 59,819 60,948

その他 6,290 9,116

貸倒引当金 △35 －

流動資産合計 3,199,194 3,476,962

固定資産   

有形固定資産   

建物 986,410 1,052,690

減価償却累計額 △357,853 △386,429

建物（純額） ※1  628,556 ※1  666,261

建物附属設備 494,104 537,207

減価償却累計額 △334,090 △363,926

建物附属設備（純額） ※1  160,013 ※1  173,281

構築物 227,993 234,753

減価償却累計額 △148,876 △163,500

構築物（純額） 79,116 71,253

機械及び装置 44,575 44,575

減価償却累計額 △40,189 △40,962

機械及び装置（純額） 4,385 3,612

車両運搬具 1,750 1,750

減価償却累計額 △1,298 △1,580

車両運搬具（純額） 451 169

工具、器具及び備品 150,491 167,929

減価償却累計額 △103,405 △117,865

工具、器具及び備品（純額） 47,086 50,064

土地 ※1  1,499,448 ※1  1,499,448

リース資産 － 34,740

減価償却累計額 － △922

リース資産（純額） － 33,817

建設仮勘定 42,000 58,333

有形固定資産合計 2,461,058 2,556,241

無形固定資産   

ソフトウエア 52,242 35,535

リース資産 － 37,708

電話加入権 4,212 4,212

水道施設利用権 1,464 1,147

無形固定資産合計 57,919 78,604

投資その他の資産   

出資金 13 13

長期貸付金 8,782 7,745

長期前払費用 37,007 36,577

繰延税金資産 80,568 89,015

建設協力金 431,426 412,774
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敷金 168,169 187,592

差入保証金 60,960 65,962

その他 27,199 29,682

投資その他の資産合計 814,126 829,362

固定資産合計 3,333,104 3,464,208

資産合計 6,532,299 6,941,170
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年10月31日) 

当事業年度 
(平成21年10月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 705,094 993,919

短期借入金 ※1  100,000 ※1  100,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  385,714 ※1  685,714

リース債務 － 12,291

未払金 84,706 115,443

未払費用 46,229 46,575

未払法人税等 189,000 114,044

未払消費税等 9,408 30,790

前受金 117,991 101,977

前受収益 100 100

預り金 6,415 7,071

賞与引当金 31,750 31,380

その他 4,431 1,711

流動負債合計 1,680,841 2,241,019

固定負債   

長期借入金 ※1  1,615,000 ※1  1,129,285

リース債務 － 62,971

退職給付引当金 23,487 30,285

役員退職慰労引当金 193,800 208,125

固定負債合計 1,832,287 1,430,667

負債合計 3,513,128 3,671,687

純資産の部   

株主資本   

資本金 531,400 531,400

資本剰余金   

資本準備金 568,000 568,000

資本剰余金合計 568,000 568,000

利益剰余金   

利益準備金 6,570 6,570

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 9,264 8,592

別途積立金 1,300,000 1,300,000

その他利益剰余金合計 1,309,264 1,308,592

繰越利益剰余金 638,654 888,104

利益剰余金合計 1,954,490 2,203,267

自己株式 △32,160 △32,160

株主資本合計 3,021,729 3,270,506

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益 △2,558 △1,023

評価・換算差額等合計 △2,558 △1,023

純資産合計 3,019,170 3,269,483

負債純資産合計 6,532,299 6,941,170
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年11月１日 
 至 平成20年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

売上高 12,090,620 12,159,853

売上原価   

商品期首たな卸高 2,000,981 2,186,448

当期商品仕入高 9,048,466 8,678,006

合計 11,049,447 10,864,455

商品期末たな卸高 2,186,448 2,051,109

売上原価合計 8,862,999 8,813,345

売上総利益 3,227,621 3,346,508

販売費及び一般管理費 ※1  2,612,452 ※1  2,787,941

営業利益 615,169 558,566

営業外収益   

受取利息 4,480 4,425

受取配当金 1 1

受取手数料 16,126 14,501

協賛金収入 8,528 9,823

受取保険金 － 6,416

雑収入 22,008 16,657

営業外収益合計 51,144 51,826

営業外費用   

支払利息 53,147 49,577

シンジケートローン手数料 3,000 3,000

雑損失 214 200

営業外費用合計 56,361 52,778

経常利益 609,952 557,614

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 35

固定資産売却益 ※2  1,261 ※2  －

特別利益合計 1,261 35

特別損失   

固定資産除却損 ※3  2,100 ※3  2,584

店舗移転損失 － 9,785

特別損失合計 2,100 12,369

税引前当期純利益 609,113 545,280

法人税、住民税及び事業税 278,502 247,182

法人税等調整額 △10,407 △7,104

法人税等合計 268,095 240,077

当期純利益 341,018 305,202
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年11月１日 
 至 平成20年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 531,400 531,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 531,400 531,400

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 568,000 568,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 568,000 568,000

資本剰余金合計   

前期末残高 568,000 568,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 568,000 568,000

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 6,570 6,570

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,570 6,570

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 9,995 9,264

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △730 △672

当期変動額合計 △730 △672

当期末残高 9,264 8,592

別途積立金   

前期末残高 1,300,000 1,300,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,300,000 1,300,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 353,330 638,654

当期変動額   

剰余金の配当 △56,424 △56,424

当期純利益 341,018 305,202

固定資産圧縮積立金の取崩 730 672

当期変動額合計 285,324 249,449

当期末残高 638,654 888,104

利益剰余金合計   

前期末残高 1,669,896 1,954,490

当期変動額   

剰余金の配当 △56,424 △56,424

当期純利益 341,018 305,202

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期変動額合計 284,593 248,777

当期末残高 1,954,490 2,203,267
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年11月１日 
 至 平成20年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

自己株式   

前期末残高 △32,160 △32,160

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △32,160 △32,160

株主資本合計   

前期末残高 2,737,135 3,021,729

当期変動額   

剰余金の配当 △56,424 △56,424

当期純利益 341,018 305,202

当期変動額合計 284,593 248,777

当期末残高 3,021,729 3,270,506

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 － △2,558

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,558 1,535

当期変動額合計 △2,558 1,535

当期末残高 △2,558 △1,023

評価・換算差額等合計   

前期末残高 － △2,558

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,558 1,535

当期変動額合計 △2,558 1,535

当期末残高 △2,558 △1,023

純資産合計   

前期末残高 2,737,135 3,019,170

当期変動額   

剰余金の配当 △56,424 △56,424

当期純利益 341,018 305,202

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,558 1,535

当期変動額合計 282,034 250,312

当期末残高 3,019,170 3,269,483
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年11月１日 
 至 平成20年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 609,113 545,280

減価償却費 104,954 113,331

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,090 △370

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,082 6,797

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 14,325

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △35

長期前払費用の増減額（△は増加） 261 94

受取利息及び受取配当金 △4,481 △4,426

支払利息 53,147 49,596

固定資産売却損益（△は益） △1,261 －

固定資産除却損 2,100 2,584

店舗移転損失 － 9,785

売上債権の増減額（△は増加） △38,295 △226,758

たな卸資産の増減額（△は増加） △185,467 135,339

仕入債務の増減額（△は減少） 109,266 230,454

未払消費税等の増減額（△は減少） △35,429 25,110

その他 △7,205 33,327

小計 614,875 934,436

利息及び配当金の受取額 4,482 4,427

利息の支払額 △55,888 △51,303

法人税等の支払額 △196,146 △333,734

営業活動によるキャッシュ・フロー 367,321 553,826

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金等の純増減額（△は増加） △1,234 △491

有形固定資産の取得による支出 △109,230 △150,885

有形固定資産の売却による収入 1,523 0

無形固定資産の取得による支出 △13,906 △5,008

建設協力金の支払による支出 △125,000 △45,000

建設協力金の回収による収入 59,103 63,032

貸付金の回収による収入 1,015 1,026

差入保証金の差入による支出 － △5,000

敷金の差入による支出 △10,000 △21,000

その他 △6,932 △3,482

投資活動によるキャッシュ・フロー △204,662 △166,809

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △400,000 －

長期借入れによる収入 500,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △345,714 △385,714

リース債務の返済による支出 － △3,045

配当金の支払額 △55,190 △55,933

財務活動によるキャッシュ・フロー △300,904 △244,694

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △138,244 142,323

現金及び現金同等物の期首残高 407,844 269,600

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  269,600 ※1  411,923
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該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】
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(6)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

１ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品 

移動平均法に基づく原価法

商品

移動平均法に基づく原価法(収益性の

低下による簿価切下げの方法)

２ 固定資産の減価償却の方

法

（1）有形固定資産

定率法(ただし平成10年４月１日以降

に取得した建物については定額法)を

採用しております。

（1）有形固定資産(リース資産除く)

同左

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

  建    物  31～34年 

  建物附属設備  ８～18年 

  構  築  物  10～40年

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

  建    物  31～34年 

  建物附属設備  ８～18年 

  構  築  物  10～40年

(追加情報) 

当事業年度から、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産について

は、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する方法

によっております。この変更に伴う損

益に与える影響は軽微であります。

（2）無形固定資産

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア(自社利用)につい

ては社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。

（2）無形固定資産(リース資産除く)

同左

（3）リース資産

―

（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。
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項目
前事業年度

(自 平成19年11月１日
 至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

３ 引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

（1）貸倒引当金

―

（2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てる

ため、支給見込額の当期負担額を計上

しております。

（2）賞与引当金

同左

（3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

（3）退職給付引当金

同左

（4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、会社内規に基づき、当事業年度末

における要支給額を計上しておりま

す。

（4）役員退職慰労引当金

同左

(追加情報) 

従来、役員退職慰労金については、役

員の退職慰労金の支出に備えるため、

第１四半期会計期間まで役員退職慰労

金に係る内規に基づき要支給額を計上

しておりましたが、平成21年５月29日

開催の取締役会において、役員退職慰

労金制度を廃止するとともに、当第１

四半期会計期間末引当額を限度として

支給する方針であることを決議したっ

ため、第１四半期会計期間末の引当金

残高と同額の208,125千円を役員退職

慰労引当金として計上しております。

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

ものと認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

―
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項目
前事業年度

(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

５ ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

為替予約については、振当処理の要件

を満たしているため振当処理を採用し

ております。

（1）ヘッジ会計の方法

同左

（2）ヘッジ手段と対象 

・ヘッジ手段 

 為替予約 

 ・ヘッジ対象 

 外貨建予定取引

（2）ヘッジ手段と対象

同左

（3）ヘッジ方針

当社は、為替や金利変動リスクに晒さ

れている資産・負債に係るリスクをヘ

ッジする目的にのみデリバティブ取引

を行うものとしております。

（3）ヘッジ方針

同左

（4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の残高とヘッジ対象である

現在所有もしくは将来取得が確実に予

定されている取引の外貨建債務の残高

の対応関係について、管理部において

把握し、管理しております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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(7)【重要な会計方針の変更】

(会計処理の変更)

当事業年度
(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日)

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日)を適用しており

ます。 

 なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

（2）リース取引に関する会計基準の変更 

 当事業年度より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一

部会)平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平

成６年１月18日(日本公認会計士協会会計制度委員会)平成19年３月30日改正))を適用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に関しては、通常の賃貸借

処理に準じた会計処理を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。

(表示方法の変更)

当事業年度
(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日)

（1）未着商品 

 前事業年度において、区分掲記しておりました「未着商品」は、財務諸表等規則第19条に基づき、資産総額の

100分の１以下となったため、当事業年度より流動資産「商品」に含めて表示しております。

（2）受取保険金 

 前事業年度において、営業外収益「雑収入」に含めて表示しておりました「受取保険金」について、財務諸表等

規則第90条に基づき、営業外収益総額の100分の10を超えたため、当事業年度より「受取保険金」として区分掲記

しております。
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(8)【財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成20年10月31日)

当事業年度 
(平成21年10月31日)

 

※１ 担保に供されている資産及びこれに対する債務

   担保に供されている資産

建物及び建物附属設備 375,308千円

土地 1,499,448千円

計 1,874,757千円

   上記に対する債務

短期借入金 51,964千円

１年以内に返済予定の
長期借入金

285,714千円

長期借入金 675,000千円

計 1,012,678千円

 

※１ 担保に供されている資産及びこれに対する債務

   担保に供されている資産

建物及び建物附属設備 352,481千円

土地 1,499,448千円

計 1,851,930千円

   上記に対する債務

短期借入金 66,249千円

１年以内に返済予定の
長期借入金

285,714千円

長期借入金 389,285千円

計 741,249千円

 ２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行11行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。これら契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント総額

3,700,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 3,600,000千円

 ２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行10行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。これら契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント総額

3,300,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 3,200,000千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用

のおおよその割合は52％であり、管理費に属する

費用のおおよその割合は48％であります。

   販売費及び一般管理費の主要科目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬 150,600千円

給与手当 736,773千円

賞与引当金繰入 31,750千円

退職給付費用 7,980千円

支払手数料 198,820千円

広告宣伝費 473,269千円

減価償却費 104,954千円

地代家賃 299,263千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用

のおおよその割合は52％であり、管理費に属する

費用のおおよその割合は48％であります。

   販売費及び一般管理費の主要科目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬 156,900千円

給与手当 795,138千円

賞与引当金繰入 31,380千円

役員退職慰労引当金繰入 14,325千円

退職給付費用 7,900千円

支払手数料 223,060千円

広告宣伝費 480,867千円

減価償却費 113,331千円

地代家賃 342,680千円

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

車両運搬具 1,261千円

計 1,261千円

※２ 

―

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物附属設備 390千円

車両運搬具 16千円

工具器具及び備品 1,694千円

計 2,100千円
 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

工具器具及び備品 518千円

ソフトウェア 2,066千円

計 2,584千円

㈱フジ・コーポレーション(7605)平成21年10月期決算短信(非連結)

< 20 >



   

  

   

  

 
  

 
  

   

  

   

  

 
  

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成19年11月１日 至 平成20年10月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,840,000 ― ― 4,840,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 137,917 ― ― 137,917

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年１月30日 
定時株主総会

普通株式 56,424 12.00 平成19年10月31日 平成20年１月31日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年１月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 56,424 12.00 平成20年10月31日 平成21年１月29日

当事業年度(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,840,000 ― ― 4,840,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 137,917 ― ― 137,917

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年１月28日 
定時株主総会

普通株式 56,424 12.00 平成20年10月31日 平成21年１月29日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年１月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 56,424 12.00 平成21年10月31日 平成22年１月29日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

※１ 「現金及び現金同等物の期末残高」と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

   現金及び現金同等物の期末残高は次に示すように

貸借対照表に掲記されている「現金及び預金」か

ら預入期間が３ヶ月を超える定期預金及び別段預

金を除いております。

(平成20年10月31日現在)

現金及び預金 273,758千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金等

△ 4,158千円

現金及び現金同等物期末残高 269,600千円

※１ 「現金及び現金同等物の期末残高」と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

   現金及び現金同等物の期末残高は次に示すように

貸借対照表に掲記されている「現金及び預金」か

ら預入期間が３ヶ月を超える定期預金及び別段預

金を除いております。

(平成21年10月31日現在)

現金及び預金 416,572千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金等

△ 4,649千円

現金及び現金同等物期末残高 411,923千円

 ２ 重要な非資金取引の内容

―

 ２ 重要な非資金取引の内容

   リース取引に関するもの

リース資産増加額 74,579千円

仮払消費税増加額 3,728千円

リース債務増加額 78,308千円
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

車両運搬具
工具器具 
及び備品

合計

取得価額 
相当額

28,249千円 40,959千円 69,208千円

減価償却累 
計額相当額

12,434千円 26,341千円 38,775千円

期末残高 
相当額

15,815千円 14,617千円 30,433千円

建物 その他 合計

取得価額
相当額

1,126,400千円 45,296千円 1,171,696千円

減価償却累
計額相当額

641,535千円 31,432千円 672,967千円

期末残高
相当額

484,864千円 13,864千円 498,729千円

②未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 17,647千円

１年超 15,233千円

合計 32,881千円

②未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 79,534千円

１年超 468,996千円

合計 548,531千円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 17,930千円

減価償却費相当額 14,194千円

支払利息相当額 1,237千円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 97,851千円

減価償却費相当額 77,583千円

支払利息相当額 16,201千円

④減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とした残存価額を零とする定額

法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とした残存価額を零とする定額

法によっております。

⑤利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については利息

法によっております。

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありません。

⑤利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については利息

法によっております。

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありません。

―

ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

・有形固定資産

 主として、賃借店舗に係る建物及び本社システムに係

るハードウェアであります。

・無形固定資産

 主として、本社システムに係るソフトウェアでありま

す。

②リース資産の減価償却の方法

 リース期間を耐用年数とした残存価額を零とする定額

法によっております。
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 
  

デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  

デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  

(金融商品関係)

(有価証券関係)

前事業年度

当事業年度

(デリバティブ取引関係)

１ 取引の状況に関する事項

前事業年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

(1) 取引内容及び利用目的等

  当社の利用するデリバティブ取引は、外国為替予約

取引であります。利用目的は、外貨建買掛金の一部

に係る将来の為替変動によるリスクの回避を図るも

のであります。

(1) 取引内容及び利用目的等

  当社の利用するデリバティブ取引は、外国為替予約

取引であります。利用目的は、輸入商品仕入の為の

外貨建買掛金の一部に係る将来の為替変動によるリ

スクの回避を図るものであります。

(2) 取引に対する取組方針

  外国為替予約取引は、将来の相場変動リスクを回避

する目的で行っており、投機的な取引は行わない方

針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引に係るリスクの内容

  外国為替予約取引は、為替相場の変動によるリスク

を有しております。外国為替予約取引の契約先は、

信用度の高い国内の金融機関であるため、相手方の

契約不履行によるいわゆる信用リスクはないと判断

しております。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引の実行及び管理は管理部で行って

おり、取引は、本社営業部部長の立案・決済稟議を

経て実行しております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

２ 取引の時価等に関する事項

前事業年度

当事業年度
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関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(持分法投資損益等)

前事業年度

当事業年度

(関連当事者情報)

前事業年度

当事業年度

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成20年10月31日)

当事業年度 
(平成21年10月31日)

 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

 繰延税金資産(流動)

  賞与引当金 12,763千円

  未払事業税等 15,490千円

  未払社会保険料 1,503千円

  繰延ヘッジ損益 1,720千円

   繰延税金資産合計 31,477千円

   繰延税金資産純額(流動) 31,477千円

 繰延税金資産(固定)

  退職給付引当金 9,441千円

  役員退職慰労引当金 77,907千円

  自己株式 216千円

   繰延税金資産合計 87,565千円

 繰延税金負債(固定)

  建設協力金 △ 769千円

  固定資産圧縮積立金 △ 6,227千円

   繰延税金負債合計 △ 6,997千円

   繰延税金資産純額(固定) 80,568千円

 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

 繰延税金資産(流動)

  賞与引当金 12,614千円

  未払事業税等 10,382千円

  未払社会保険料 1,485千円

  店舗移転損失 3,933千円

  繰延ヘッジ損益 687千円

   繰延税金資産合計 29,104千円

   繰延税金資産純額(流動) 29,104千円

 繰延税金資産(固定)

  退職給付引当金 12,174千円

  役員退職慰労引当金 83,666千円

  その他 216千円

   繰延税金資産合計 千円

 繰延税金負債(固定)

  建設協力金 △ 1,265千円

  固定資産圧縮積立金 △ 5,776千円

   繰延税金負債合計 △ 7,041千円

   繰延税金資産純額(固定) 89,015千円

 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.2％

  (調整)

   交際費等永久に損金に
   算入されない項目

0.6％

   住民税均等割等 3.2％

   その他 △ 0.1％

 税効果会計適用後の
 法人税等負担率

43.9％

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.2％

  (調整)

  交際費等永久に損金に
  算入されない項目

0.8％

   住民税均等割等 3.8％

  情報基盤強化税制による
  税額控除

△ 0.7％

   その他 △ 0.1％

税効果会計適用後の
法人税等負担率

44.0％
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(退職給付関係)

前事業年度
(自 平成19年11月１日
至 平成20年10月31日)

当事業年度
(自 平成20年11月１日
至 平成21年10月31日)

(1) 採用している退職給付制度の概要

  税制適格退職年金制度が終了したため、退職金規程

に基づく社内積立の退職一時金制度を継続して採用

しております。

(1) 採用している退職給付制度の概要

  税制適格退職年金制度が終了したため、退職金規程

に基づく社内積立の退職一時金制度を継続して採用

しております。

 

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 23,487千円

未積立退職給付債務 23,487千円

退職給付引当金 23,487千円

  退職給付の算定にあたり、簡便法を採用しておりま

す。

 

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 30,285千円

未積立退職給付債務 30,285千円

退職給付引当金 30,285千円

  退職給付の算定にあたり、簡便法を採用しておりま

す。

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 7,980千円

退職給付費用合計 7,980千円

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 7,900千円

退職給付費用合計 7,900千円

(ストック・オプション等関係)

前事業年度

当事業年度

(企業結合等関係)

(資産除去債務)

(賃貸等不動産)
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該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成19年11月１日 
  至 平成20年10月31日)

当事業年度 
(自 平成20年11月１日 
  至 平成21年10月31日)

１株当たり純資産額 642円09銭 695円33銭

１株当たり当期純利益 72円53銭 64円91銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

(算定上の基礎）

１. １株当たり純資産額

 純資産の部の 

 合計額
3,019,170千円

 普通株式に係る 

 純資産額
3,019,170千円

 差額の主な内訳 

  該当事項はありません。

 １株当たり純資産

 額の算定に用いら

 れた期末の普通株

 式の数

4,702千株

 ２. １株当たり当期純利益

 損益計算書上の 

 当期純利益
341,018千円

 普通株式に係る 

 当期純利益
341,018千円

 普通株主に帰属しない金額の 

 主要な内訳

 該当事項はありません。

 普通株式の 

 期中平均株式数
4,702千株

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

(算定上の基礎）

１. １株当たり純資産額

 純資産の部の 

 合計額
3,269,483千円

 普通株式に係る 

 純資産額
3,269,483千円

 差額の主な内訳 

  該当事項はありません。

 １株当たり純資産 

 額の算定に用いら 

 れた期末の普通株 

 式の数

4,702千株

２. １株当たり当期純利益

 損益計算書上の 

 当期純利益
305,202千円

 普通株式に係る 

 当期純利益
305,202千円

 普通株主に帰属しない金額の 

 主要な内訳

 該当事項はありません。

 普通株式の 

 期中平均株式数
4,702千株

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。 

  

(品種別売上高) 

 
  

(形態別売上高) 

 
  

  

5. その他

(1) 役員の異動

(2) 販売の状況

前事業年度 当事業年度

自 平成19年11月１日 自 平成20年11月１日

至 平成20年10月31日 至 平成21年10月31日

売上高(千円) 構成比(％) 売上高(千円) 構成比(％)

タイヤ 5,821,488 48.1 6,091,015 50.1

ホイール 5,037,517 41.7 4,678,710 38.5

用品 469,596 3.9 592,948 4.9

作業料 762,018 6.3 797,179 6.5

合  計 12,090,620 100.0 12,159,853 100.0

前事業年度 当事業年度

自 平成19年11月１日 自 平成20年11月１日

至 平成20年10月31日 至 平成21年10月31日

売上高(千円) 構成比(％) 売上高(千円) 構成比(％)

業販売上 1,508,586 12.5 1,405,094 11.6

店舗売上 7,394,955 61.2 7,401,496 60.9

通販売上 3,187,079 26.3 3,353,262 27.5

合  計 12,090,620 100.0 12,159,853 100.0
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